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［要旨］本課題では、他課題において評価される陸域炭素収支変動に関するモデル分析等とも連

携して、京都議定書の第2約束期間以降における吸収源の取扱いに関連するポテンシャル評価等、

中長期的な科学的炭素管理手法に関する統合的（自然・社会科学の両面）な検討を実施した。特

に、下記の2つの研究テーマに関する検討を実施した。1) 土地利用変化を予測する炭素収支変動

予測モデルを用いて、中長期的な陸域炭素管理オプションを評価し、人間活動と自然生態の相互

作用を考慮した、炭素管理に係わる統合予測モデルを開発した。2) 陸域炭素収支を中長期的に適

切に管理するためは、京都議定書の第2約束期間以降においてどのような気候レジーム（制度）が

望ましいのかに関して検討した。 

 

［キーワード］陸域炭素収支、炭素管理、ポテンシャル評価、予測モデル、レジーム分析 

 

１．はじめに 

地球温暖化問題に対処するための中長期的な科学的炭素管理手法を検討する上で、人為的な活

動によりもたらされる陸域炭素収支の変動に対する正確な理解が不可欠である。本課題では、本

プロジェクトの他課題から得られる成果との連携を図りつつ、陸域炭素収支を中長期的に管理す

る炭素管理方策を検討するため、下記の課題に関する研究を実施した。 

(1) 炭素管理に係わる統合予測モデルの開発と陸域炭素管理オプションの評価 

(2) 中長期的な陸域炭素収支変動を考慮した統合的炭素管理モデルの開発 

(3) 効果的な炭素管理レジームの要件に関する分析 

尚、本課題は、ICSU（国際科学会議）における国際研究計画グローバル・カーボン・プロジェク

ト（Global Carbon Project；以下GCP）のテーマ3「炭素循環の将来予測と管理」に対応した国際
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共同研究課題とし手位置づけられている。その一環として、国際応用システム分析研究所（IIASA）

との共同研究を実施した。 

２．研究目的 

（１）炭素管理に係わる統合予測モデルの開発と陸域炭素管理オプションの評価 

 本サブテーマでは陸域炭素収支モデルによる吸収量評価結果を用いて、土地利用変化等の人為

的な活動による中長期的な陸域炭素収支管理ポテンシャルを統合的に予測・評価するためのモデ

ルの開発を実施した。 

（２）中長期的な陸域炭素収支変動を考慮した統合的炭素管理モデルの開発 

 本サブテーマでは、炭素吸収源の中長期的な変動を踏まえて炭素管理が今後どのように実現（対

策の規模と実施時期）して行くかを検討するため、国際炭素管理レジーム形成モデルを開発して

分析した。 

（３）効果的な陸域炭素管理レジームの要件分析 

 本サブテーマでは、有効な炭素管理レジーム（制度）について社会科学的な検討のために、科

学的アセスメントの影響、履行確保メカニズムの可能性について分析を実施した。 

 

３．研究方法 

（１）炭素管理に係わる統合予測モデルの開発 

１）陸域炭素管理オプションの評価 

 陸域生態系における炭素収支の変動には自然的なものと人為的なものがある。今後の中長期

的な温暖化対策の検討に当たっても、やはりこの人為的な影響による二酸化炭素排出を減尐させ

ること、もしくは吸収源としての生態系機能を拡大させるための方策の検討が重要である。その

中で、京都議定書の第1約束期間においても考慮されることになった温暖化対策が、新規（再）植

林と森林管理 (Forest Management) である。樹木がなくなってしまったところに木をもう一度植

えることと、樹木がある場所において、適正に管理をすることにより森林をさらに成長させるこ

とに注目して、京都議定書においてカウント可能な炭素吸収源活動として認められた。 

吸収源の問題について、今後京都議定書あるいは気候変動枠組条約のなかでどう考えていくか

について、ポスト京都の枠組を含めて整理すると、吸収量を削減量に加える意味として温暖化の

みに関する問題と、温暖化以外の問題の両方の意味があると考えられる。温暖化の問題としては、

排出削減ということで、つまり2Gtにおよぶ大規模な森林減尐を減らすということは大きな意味が

ある。また、吸収エネルギーの代替効果ということで、伐採木材等をエネルギーとして使ってい

くことも重要である。さらに、吸収と排出を両方考えることで、温暖化対策の一貫性を持たせる

ことができる。さらに、土地所有者から政府までの全てのレベルに対しインセンティブを与える

ことが重要で、「森林減尐の防止」が新たなオプションとして検討されることを通じて、発展途

上国も含めた森林所有者レベルにおいて、森林保全による温暖化対策へのインセンティブを与え

ることができれば、それは大変意味があるものと考えられる。 

また、2013年以降の陸域炭素吸収源の評価オプションとしては次の二つが有力なものと考えら

れる。 

・全管理地を対象とするネットネットアカウンティング 

現在、基準年が1990年と一義的に決定されているが、この考え方を柔軟にして、ネットネット
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で考えるという案である。例えば、基準年ではなく期間として90年前後を取るという考え方や、

第1約束期間を基準年とする考え方がある。第1約束期間と第2約束期間が近すぎて、ネットネット

が難しいのであれば、第1約束期間の前の5年間をネットで取ることも可能である。この場合の問

題点は、日本など、森林の高齢化が進んで吸収量が飽和していく国では、ネットネット方式では

徐々に吸収量減尐してしまうという問題点がある。図1に概要を示す。 

 

・全管理地を対象とするグロスネットアカウンティング 

グロスネットの場合、今までと同様のカウント方式となるため、基準年の90年でシンクがカウ

ントされていないのに第1約束期間で突然カウントが始まり、さらに第2約束期間も継続するため、

この差分額が自動的にクレジットとなる。森林全体の吸収量をカウントすることになると、非常

に大きな値となるため、この目標値の調整が必要となる。その方法としては、追加的な人為的な

活動による吸収量だけを分離（ファクターアウト）、上限値（キャップ）を設定する方式、ある

いはベースラインを設定してそこからの差分額を交渉する方式が考えられる。図2に概要を示す。 

 

図1 全管理地を対象とするネットネットアカウンティングの概要 
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陸域炭素管理のポテンシャル量を評価して検討するためには、このようなアカウンティング方

式の違いや、炭素管理施策による影響を評価しなければならない。本課題では、本プロジェクト

によってえられた利器域生態系における炭素収支の変動に関する知見と、人為的な土地利用変化

の予測を組み合わせることで、炭素循環の変動予測と評価を実施した。 

 

２）土地利用モデルの開発 

 本プロジェクトにおいて開発を行った土地利用モデルでは、プロジェクト内で得られた、従来

と比較して精度の高い（科学的に頑健である）陸域生態系モデルと、土地被覆情報を用いている。

これらに社会的な制約である、人間活動や経済の要因を含めたモデルとして、土地利用変化の推

定するモデルを開発した。このモデルでは、各国家の意志を取り込めるように、社会的要因に関

しては国家単位の取り扱いをし、自然科学的要因に関しては、メッシュ単位の取り扱いを行う。 

本研究では、炭素クレジットの導入に伴う土地利用変化を予測する手法を開発し、炭素クレジ

ットの導入による土地利用変化を数値モデルを用いて評価する。土地利用変化は、主に経済的な

要因によると仮定する。土地利用変化を予測するためには、林業の経済的評価と農業の経済的評

価を同等に行う。林業、農業の経済評価には、農林業の生産性に関する情報が必要となるが、そ

の情報には陸域生態系モデルや、農業生産性モデルによる推定値を用いる。これによって、国内

の地域差による生産性の相違を明確にすることが出来る。また現状の土地利用状況については、

1kmメッシュの全球土地被覆図をもとに推定を行う。モデルの基本的な解像度は緯度経度0.5°と

し、各メッシュ内における土地利用割合の推定を行う。農業と林業の経済評価を行う場合に必要

となる穀物や木材の価格は、国単位で推定を行う。

 

図2 全管理地を対象とするグロスネットアカウンティングの概要 
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モデルのフローを図3に示す。太線で囲われた要素は外生変数を表し、細線で囲われた要素は内

生変数である。また破線で囲まれた部分は反復計算によって計算される。 

 まず、国毎の人口およびGDPは外生変数としてシナリオ毎に与える。このデータは、SRESシナリ

オをもとに国毎にダウンスケールしたものである。人口、GDPに加えて穀物価格、丸太価格から、

各国の穀物需要および丸太需要を算出する。需要量は、全ての国において価格と需要が均衡する

量となる。一方、供給は生産者利益から決定される。穀物は、作付けと収穫の間に1年のラグある

と仮定し、翌年度の作付けが増加する。しかし、林業では植裁と伐採のラグが数十年と非常に大

きい。また未利用の森林である非管理森林が存在する点が農業と異なる。丸太価格の上昇に関し

ては、非管理森林の管理森林の移行が年度内に発生するとする。非管理森林から管理森林への移

行では丸太を産出するため、丸太価格を下落させる効果があり、需要と供給が均衡するまで伐採

される。期末には、農地から管理森林、草原から管理森林への移行が発生する。農地から管理森

林への移行は、林業の一伐採期間での正味の収益が、林業の方が大きい場合におこる。草原から

管理森林への移行は、林業の一伐採期間での正味の収益が正であれば発生する。林業や農業の収

益は、丸太や穀物の売却価格から管理コストを差し引く。林業では、植林費用と伐採費用、丸太

輸送費用が差し引かれる。植林や伐採の費用は傾斜に依存すると仮定し、丸太の輸送費用は、洋

上での運搬費用が安価であることを考慮し、伐採地から大河もしくは海岸までの距離の関数とし

た。本モデルでは、丸太の種類は1種類のみとし、穀物の種類も1種類のみとした。また、輸出入

には関税が課せられる。
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図3 モデルの流れ 



S-1-3-80 

 

 

モデルへの入力変数は、GDP(国毎)、人口(国毎)、価格弾力性(国毎)、バイオマス利用率(国毎)、

輸送距離(0.5°メッシュ毎)、農林業収率(0.5°メッシュ毎)、傾斜(1kmメッシュ毎)となり、内生

変数は、管理森林面積(0.5°メッシュ毎)、非管理森林面積(0.5°メッシュ毎)、耕地面積(0.5°

メッシュ毎)、穀物丸太価格(国毎)、穀物丸太輸出入量(国毎)である。 

 

３）全球土地利用情報の整備 

 土地利用予測モデルの構築には、全球に於ける各種のデータセットが必要となる。重要なデー

タセットとしては、 

・ 植物(林業、農業)の生産性 

・ 土地利用の現状 

である。まず前者であるが、農業の生産性に関しては既往の研究が進んでおり、そのデータを活

用する。林業の生産性については、全球のデータセットは存在しない。そこで、本プロジェクト

のテーマIIIサブテーマ（１）で開発された陸域生態系モデルの結果を利用する。具体的には、地

上部バイオマスの推定にはTsuBiMoを利用し、土壌中炭素ストックの推定にはSim-CYCLEの結果を

用いた。地上部の推定にTsuBiMoを用いた理由は、潜在的な生産性を考慮する為には有利であると

考えられる為であり、地下部の推定にSim-CYCLEを用いた理由は、農業利用の場合の土壌中炭素ス

トックの推定がなされているためである。 

 次に土地利用の現状に関するデータセットであるが、これは精度の高いものは存在しない。一

方、土地被覆図は全球を対象としたものは複数存在する。土地被覆は現在の状態を表したもので、

必ずしも利用状態を表している訳ではない。また、精度検証が十分になされている訳ではない。

そこでまず、本課題テーマIIIサブテーマ（３）と協力体制のもと、既存の土地被覆図の精度検証

を行った。手法は有志によって行われているDegree Confluence Project (以降DCPと略す) の情
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図4 価格決定の流れ 



S-1-3-81 

 

報を用いたものである。その精度検証の情報をもとに開発された土地被覆の全球データセットを

利用する。本モデルで対象とする土地利用は、森林、草原、農地の3種類である。農地に関しては、

新土地被覆図により明確に分類可能である。草原の内、牧草地として利用されている土地を分類

することは非常に困難であり、森林に関しても同様である。これに対し本モデルでは、森林の内、

人間が活用しているもの（管理森林）は、経済的な評価から行い、草原に関しては全てが利用さ

れていない土地と仮定した。 

ここで問題となるのは、TsuBiMoでは潜在的な生産性を表しているため、現状とは必ずしも一致

しないことである。これは、現在森林の場所を伐採して農地に転換する場合、伐採された木材が

売却可能であるか否かに影響する。これは初期コストのため大きく影響する。新土地被覆図を含

め何れの土地被覆図でも、現状が木材を算出しうるか否かは不明である。このため、新土地被覆

図のSimplified IGBP 16分類から、 

・ 森林 

・ 農地 

・ 草地 

・ その他 

の4種類に再分類する。 

 

（２）中長期的な陸域炭素収支変動を考慮した統合的炭素管理モデルの開発 

本モデルは、複数地域を考慮した気候経済統合モデルであるRICEモデルと、陸域生態系の炭素

循環モデルであるCoxモデルを基礎ダイナミックシステムとして利用し、長期的な吸収源変動効果

と非線形な炭素循環システムの変動及びカタストロフィ型被害関数の導入を行うことで、排出と

効果、意思決定の関連をより詳細化した、複数の意思決定主体による微分ゲーム理論による統合

的炭素管理シミュレーションモデルである。パラメータについても現実の気候や経済をトレース

するものを用い、複雑な機構と経済を再現、実際の意思決定に近い状態をシミュレーションし、

計算によって複数の意思決定主体の最適反応制御とそのナッシュ均衡を導出することに成功した。 

・モデルの概要 

陸域炭素収支の変動、炭素管理のコストとベネフィット、国家間の継時的な交渉プロセスを、

それぞれダイナミカルシステム、効用関数、動的ゲームとして記述、さらに全体システムを微分

ゲームとしてモデル化した。微分ゲームを用いたアプローチによって、自然生態的な制約条件下

における多様なエージェント（リスク回避度の異なる意思決定主体）の継続的な意思決定過程を、

動的均衡戦略（マルコビアンナッシュ均衡等）の概念を用いて分析した。微分ゲームは、最適制

御とゲーム理論の融合した手法である。最適制御問題として、ベネフィットとコストを勘案して

効用を最大化する動的な最適意思決定過程の分析が可能であると同時に、複数の主体（エージェ

ント）が存在し、多様な価値観に基づいて意思決定をする動的ゲームにおける、他者の行動を考

慮した最適戦略（マルコビアン・ナッシュ均衡）に関する分析が可能である。また、炭素管理レ

ジーム形成の分析に微分ゲームモデルを用いる他の利点としては、1)炭素循環システムの最適制

御、2)排出による利益の国際交渉による調整、3)地球温暖化ダメージの分配、等を取扱える点が

あげられる。 
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（３）効果的な気候レジームの要件分析 

 中長期的な気候レジームにおける陸域炭素吸収源に関する社会科学的な分析が必要な問題とし

て、今後は、「森林減尐の防止」が重要なオプションとなるが、森林減尐のベースラインを推定

することや、その抑制を実現するためのメカニズムについての検討が必要となる。本サブテーマ

では、制度的に考慮可能なモデルの構築の要素として「科学アセスメントの影響」と「履行確保

メカニズムの可能性」の2点に関する分析を実施した。 

 

１）科学アセスメントの影響 

国際レジームにおける交渉では、学術研究とは異なる違う振る舞いをする科学アセスメントが

各国の意思決定に大きな影響を与え得ることが分かってきている。本研究では、そうした科学ア

セスメントの実施過程とその方法論を、欧州酸性雤レジームと国際捕鯨管理の事例をもとに分析

した。 

 

２）履行確保メカニズムの可能性  

国家の国際義務違反に対しては、従来、国家責任を追及したり、紛争解決手続に付したりする

ことによって平和的な解決を図り、あるいは貿易制限のような、他のレジームとの連携を通して

義務の履行を確保するように努めてきた。これらの既存の国際法の履行確保の諸形態を再検討し、

その有効性と限界を明らかにすることは、今日的問題への課題を導き出すために不可欠である。

そこで、まずは研究の基盤として、まずこれらの諸形態の整理と再評価、既存のレジームの再検

討を行った。その上で、予防原則、国際社会の共通利益概念等、新しい概念の確立のために、こ

れらの概念の出現の経緯を検討し、それらを一般国際法の中で確立するための要件の検討を行っ

た。 

 

４．結果・考察 

（１）炭素管理に係わる統合予測モデルの開発 

１）陸域炭素管理オプションの評価 

ａ．全球土地被覆図の整備 

 既存の土地被覆図の比較を行ったところ、アジア地域ではMOD12とGLC2000が比較的高い精度を

有していることが判明した。（表1）エラー! ブックマークが定義されていません。

 

表1 土地被覆図検証結果 

 
Point 

New Map MOD12 GLC2000 UMD IGBP 

○ × ○ × ○ × ○ × ○ × 

Forest 244 199 108 183 118 182 118 193 170 123 107 

Grass 194 53 62 50 48 52 71 76 134 43 25 

Crop 256 193 146 194 155 178 175 109 109 215 269 

Water 79 41 8 40 12 33 5 40 9 40 15 

Residential 14 4 7 5 14 2 3 2 4 2 3 

Others 61 19 8 20 9 20 9 2 0 5 1 

Total  509 339 492 356 467 381 422 426 428 420 

一致度(%)  60.0 58.0 55.1 49.8 50.5 
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しかし、MOD12とGLC2000が比較的高い精度を有しているといえ、その精度は60%以下である。それ

をもとに作成した新土地被覆図(表1のNew Map)も60%である。本プロジェクトの対象となる東アジ

ア地域では、砂漠や雪氷圏にあたる”Others”の割合も低く、大半が「Forest」、「Grass」、「Crop」

に分類される。この中でGrassとCropの正解率が低くなっている。この原因を解析するために、全

球を対象として、MOD12とGLC2000の比較を行った。その様子を表2に示す。 

 

エラー! ブックマークが定義されていません。  

薄い緑の部分は分類が困難な土地被覆である。薄い緑の部分の対応を考慮すると、この部分は一

律に草原として取り扱うこと方が整合性は高くなる。また、Shrubに分類される地域は、低木であ

表2 土地被覆図検証結果（未発表） 

GLC2000の分類に対するMOD12の分類割合 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 14 11 12 13 0 15 16

1 1 81 0 1 2 0 0 6 3 1 0 0 0 0 1 0 0

2 1 6 0 17 23 0 5 17 10 4 6 0 9 0 0 6 0

4 38 2 0 2 17 0 10 14 2 5 2 0 3 0 2 2 0

5 6 0 18 0 12 0 38 17 1 7 0 0 0 0 0 0 0

6 19 3 2 5 48 0 4 8 2 1 3 0 4 0 0 3 0

7 0 89 0 0 0 0 0 2 2 0 0 1 0 0 3 0 0

8 10 41 0 1 6 1 4 6 4 2 0 14 0 0 7 0 1

17 0 43 0 0 3 0 1 13 15 4 5 0 12 0 0 5 0

3 0 3 0 3 0 1 7 41 37 3 1 0 0 0 0 1 0

9 7 13 0 0 3 0 35 22 8 5 0 0 2 0 2 0 0

10 15 0 3 0 5 0 41 12 1 14 0 0 1 0 7 0 0

11 6 17 1 2 11 0 26 15 4 7 2 0 5 0 1 2 1

12 0 1 0 1 1 2 38 12 18 16 1 0 5 0 0 1 3

13 0 1 0 0 2 0 35 5 11 27 3 0 8 0 0 3 5

14 0 0 0 0 0 0 56 2 1 16 0 0 3 0 2 0 17

15 8 4 1 1 6 0 32 13 10 8 0 3 4 0 6 0 1

16 0 3 0 1 2 0 6 5 11 11 7 0 50 1 0 7 0

18 0 2 0 3 4 0 8 9 22 17 4 0 26 0 0 4 2

22 3 0 0 1 3 0 3 3 1 2 3 0 14 62 3 0 2

19 0 0 0 0 0 0 14 0 0 7 0 0 0 0 0 0 77

20 2 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 0 0 0 88 0 0

21 0 0 0 0 0 0 8 0 0 2 0 0 0 0 8 69 12

MODIS

G
L
C
2
0
0
0

 

GLC2000

0

1 Tree Cover, broadleaved, evergreen

2 Tree Cover, broadleaved, deciduous, closed

3 Tree Cover, broadleaved, deciduous, open

4 Tree Cover, needle-leaved, evergreen

5 Tree Cover, needle-leaved, deciduous

6 Tree Cover, mixed leaf type

7 Tree Cover, regularly flooded, fresh water

8 Tree Cover, regularly flooded, saline water

9 Mosaic: Tree Cover / Other natural vegetation

10 Tree Cover, burnt

11 Shrub Cover, closed-open, evergreen

12 Shrub Cover, closed-open, deciduous

13 Herbaceous Cover, closed-open

14 Sparse herbaceous or sparse shrub cover

15 Regularly flooded shrub and/or herbaceous cover

16 Cultivated and managed areas

17 Mosaic: Cropland / Tree Cover / Other natural vege

18 Mosaic: Cropland / Shrub and/or grass cover

19 Bare Areas

20 Water Bodies

21 Snow and Ice

22 Artificial surfaces and associated areas

23 No data     

 

MOD12の分類に対するGLC200の分類割合 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 14 11 12 13 0 15 16

1 3 69 0 6 4 5 0 7 4 0 2 19 0 0 0 0 0

2 2 3 2 47 22 5 1 10 6 2 0 3 4 3 0 0 0

4 60 1 6 8 22 9 3 12 2 4 5 11 2 7 1 0 0

5 4 0 74 0 7 0 5 6 0 2 4 0 0 0 0 0 0

6 10 0 7 7 23 0 0 2 0 0 0 1 0 1 0 0 0

7 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0

8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 5 0 0 0 0 0

17 0 10 0 1 2 1 0 4 5 1 0 5 3 2 0 0 0

3 0 0 0 5 0 6 0 14 14 0 0 2 0 0 0 0 0

9 3 2 2 0 0 0 3 5 2 0 4 2 0 0 0 0 0

10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 0 0 0 0 0 0

11 2 2 3 1 3 1 2 3 0 1 1 2 0 0 0 0 0

12 1 1 0 6 2 22 16 13 20 13 0 3 4 5 0 0 2

13 0 1 0 3 3 16 17 6 15 27 42 3 8 6 0 0 3

14 2 0 0 1 0 12 29 2 2 17 6 0 3 4 2 4 13

15 3 0 2 0 1 1 2 2 2 1 5 14 0 2 0 0 0

16 1 3 0 8 6 11 4 8 19 14 0 5 65 34 0 0 0

18 0 0 0 4 2 3 0 3 7 4 0 0 6 2 0 0 0

22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 0 0 0

19 0 0 0 0 0 2 10 0 0 10 0 0 0 3 0 0 77

20 6 0 0 0 2 2 2 2 0 0 0 22 0 4 89 0 0

21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 94 2

MODIS

G
L
C
2
0
0
0

 

MODIS

0 water

1 evergreen needleleaf forest

2 evergreen broadleaf forest

3 deciduous needleleaf forest

4 diciduous broadleaf forest

5 mixed forests

6 closed shrublands

7 open shrublands

8 woody savannnas

9 savannnas

10 grasslannd

11 permanent wetlands

12 croplands

13 urban and built-up

14 cropland/natural vegetation mosaic

15 snow and ice

16 barren or sparsely vegetated  
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り、林業が成立しない。両者を考慮し、新土地被覆図のサバンナや低木林は草原として取り扱う

ことが土地利用の観点からは妥当であることが分かった。 

 表2によるとCropが比較的一致度が高い。しかし両者の一致度は70%程度であり、総面積は大き

な差が見られる。面積の差違は、穀物生産量に影響を与えるため、センサスを含めて高い一致度

が要求される。各国のセンサスによる農地面積と、GLC2000、MOD12の比較を図5に示す。 

エラー! ブックマークが定義されていません。

 

GLC2000はやや過大評価、MOD12はやや過小評価の傾向がある。しかし、MOD12に関しては、一部の

国でセンサスと比較して非常に大きい値と与えており、総面積ではセンサスと近い値となる。以

上の結果より、GLC2000やMOD12の農地面積を経済モデルに直接用いることは困難であり、本プロ

ジェクトではセンサスのデータと一致するように収率を変化させた。 

 

ｂ．シナリオ比較 

図6にSRES A2、B1、B2の各シナリオを用いた場合の土地利用変化を示す。また図7に各シナリオ

の伐採面積の時間変化を示す。伐採面積の合計は、B2シナリオが10～20%程度Ａ2シナリオ、B1シ

ナリオより大きいが、A2シナリオとB1シナリオは大きく変わらない。一方、伐採地域の分布はA2

シナリオではアフリカ中央部の伐採面積が小さいが、B1シナリオでは伐採が進む結果となった。

さらにに、このモデルでは各国内の伐採地域の分布も推定可能で、例えばザイールでは国内の分

布が大きく異なる結果が得られた。これは輸送費や林業経営の費用が地理的な要因により異なる

為であると推察される。また、化石燃料消費による二酸化炭素の排出はB2シナリオが最も尐ない

とされているが、土地利用変化による二酸化炭素排出はB2シナリオがA2、B1シナリオよりも大き

い結果となった。これは現在穀物需要量が小さいアフリカでの需要量の増加が大きいためである。 
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図5 農地面積に関する国別のセンサスとMOD12、GLC2000の比較（未発表） 
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ｃ．炭素価格 

図8に炭素価格を0$/t-C、20$/t-C、40$/t-Cと変化させたときの2000年～2030年の森林面積の増

減を示す。0$/t-Cは炭素クレジットが導入されない状況での森林面積の増減を表している。炭素

クレジットが設定されると北米やヨーロッパでの植林が進み、赤道地域の開墾が減尐する傾向が

わかる。特に開墾 (Deforestation)が減尐する影響が大きい。一方、2000年を100としたときの2030
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図7 SRESシナリオと土地利用の時間変化 
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年の木材の価格は炭素クレジット0$/t-Cでは120、20$/t-Cでは135、0$/t-Cでは146と上昇し、穀

物価格も0$/t-Cでは103、20$/t-Cでは118、40$/t-Cでは138と上昇する。穀物価格が上昇する理由

は、開墾面積が尐ないため、穀物需要の増大に供給が追いつけない為である。木材価格の上昇は、

非管理森林の伐採時、炭素クレジットの支払いが発生するため、非管理森林の管理化を抑制する

ためである。 

 

ｄ．炭素価格上昇シナリオ 

 前節では、炭素クレジットは一定の条件で計算を行った。これは既往の研究でも一定とするも

のが多いためである。また、CDM植林の試算も炭素クレジット一定の条件で行われることが多い。

しかし、炭素クレジットは、気候変動や、炭素隔離などの技術的な要素により変化していくこと

が予測される。そこで図9に炭素価格が上昇的に変化する場合の森林面積の変化を示す。 

各々上昇率が0%、1%、3%、5%である。年間5%の増加は50年間で炭素価格が$20から$86に上昇する。

炭素価格の上昇が1%の場合、0%の場合と比較すると、植林面積が減尐するが、開墾の面積は大き

く変化しない。しかし、上昇率が割引率を上回る場合は、成長時に獲得する炭素クレジットを、

伐採時に支払う炭素クレジットが上回るため、林業の収益性が悪化する。このため、農地への転

換が行われるようになる。 
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図8 炭素クレジットと土地利用変化 
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ｅ．考察 

 本課題では、耕地と森林に重点をおいた土地利用変化予測モデルを構築し、炭素クレジットの

影響について評価を行った。 

 SRESシナリオによる土地利用の将来予測では、経済発展の違いによる分布パターンの相違がみ

られた。とくにアフリカ中央部の土地利用変化がシナリオによって大きく異なり、当該地域の土

地利用予測には、社会・経済シナリオの精緻化が必要であることが示された。また、シナリオに

より、国内の土地利用変化パターンが異なる結果が得られた。これは林業経営費や、木材・穀物

の輸送費の影響を受けるためであると考えうる。農林業の収益性を考える場合は、地理的な要素

の精緻化が重要であることが示唆された。人口分布やインフラストラクチャ (道路、港湾といっ

た社会基盤情報)の情報を導入することで、より高精度な予測ができると考えられる。また、基盤

データとしての土地被覆図などにも不確実性があることが指摘されており、土地被覆図や標高、

河川情報などについての精緻化も必要と考えうる。 

 次に炭素クレジットが土地利用に与える影響を検討した。炭素クレジットが課されることによ

り、土地利用変化は抑制される結果となった。これは森林を切り開いて耕地に転換することを抑

制するだけでなく、非管理森林を林地に転換し、林業活動を行うことも抑制される。これにより、

木材・穀物の価格は上昇することも同時に示された。 

 最後に炭素価格が上昇する場合の予測を行った。炭素価格の上昇率が割引率を上回る場合、成

長時に獲得できる炭素クレジットが、伐採時に支払う炭素クレジットを下回るため、収益性が悪

化する。これによって森林から農地に転換する土地利用変化が誘発される。ただし、炭素価格の

上昇率が非常に高い場合、農業に転換することも不可能になるため、非管理森林が増大する結果

となった。 
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図9 炭素クレジットの上昇と土地利用変化 
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 以上より、炭素クレジットの導入は森林の減尐に歯止めをかけることが示唆されたが、林地の

減尐を引き起こす可能性もあり慎重に対処する必要があると考えうる。本論文では言及しなかっ

た、木材製品の再利用としてバイオマスエネルギーの燃料を考慮する場合は、炭素クレジットが

得られるため木材製品に利益が見込める。ただし、炭素価格の上昇率が高い場合は効果が尐ない

と考えうる。 

本研究で得られた今後の課題は大きく二つあげられる。まず、林地から農地への転換が減尐す

ることにより、穀物価格が上昇することが予想されるが、上昇した価格に見合った肥料の投入が

行われることも予想されるため、今後のモデルでは肥料価格・投入量も推定することが必要であ

る。次に本研究で用いたモデルは、全球のデータを用いるが、各国の統計データから得られた農

地の面積とMODIS全球データセットで得られた農地との間には、国によっては大きな隔たりが見ら

れた。今後は、統計データと人工衛星等を用いた土地被覆データとの整合性について検討するこ

とも必要である。 

  

ｆ．他の研究との連携（統合化） 

土地利用モデルでは、土地利用変化の予測を行うが、生態系モデルと連携することで、人為的

要因による、自然生態系の炭素循環の変化を予測することが可能となる。ここでは、テーマ3サブ

テーマ1のSim-CYCLEの地上部バイオマス量と土壌中炭素の結果を用いて、東アジアにおける2000

年から2030年の炭素動態の将来予測を行った。その結果を図10に示す。

エラー! ブックマークが定義されていません。 

計算対象領域は、テーマ4サブテーマ1の統合化と同一のエリアである。土地利用変化は熱帯地方

に多く発生すると予想される。一方、土壌中炭素は熱帯地方が尐なく、地上部バイオマス量は熱

帯が多い。計算の結果、地上部バイオマス量の影響と土地利用変化の大きさが、土地利用変化に

よる炭素動態に与える影響が大きいことが判明した。 
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（２）統合的炭素管理モデルの開発 

本モデルを用いて分析を行った結果、炭素吸収源の効果が変化すると大気中のCO2濃度は大きく

変動するが、排出を行う意思決定主体の行動は特に大きくは変化しない。これは、大気中のCO2濃

度上昇に伴い大きくなる気候変動ダメージが顕著となるのが数十年～数百年後であるの対し、そ

れを引き起こすのは現在～数十年後の意思決定の影響が大きいが、年率数%の割引率では現在の経

済利得に対して数百年後の気候変動ダメージの割合が非常に小さいために生じる行動である。 

しかしその上で、意思決定者の行動は経済利得に対して気候変動ダメージの割合が高くなって

くる150年～200年後頃には、わずかではあるがCO2排出を抑制する。確率的に陸域生態系の破綻（カ

タストロフィ）が生じる状況では、100年後頃に急激にその確率が上昇するため、それに向けて排

出を抑制する行為が見られる。しかし、一旦陸域生態系の破綻が生じると、大気中のCO2濃度上昇

及び気候変動ダメージが両者とも急激に大きくなるため、意思決定者のCO2排出が陸域生態系の破

綻によって見えなくなることと、気候変動ダメージ上昇による経済的損失の補填のために、かえ

ってCO2排出を上昇させる行為が見られた。 

また、これらの他にも、ナッシュ均衡の唯一性／複数性に関する計算及びナッシュ均衡の近似

精度、開ループナッシュ均衡とマルコビアンナッシュ均衡との比較など、本開発における技術的・

計算数理的側面についても、その計算可能性の検証を実施している。 

 

（３）効果的な気候レジームの要件分析 

１）科学アセスメントの影響 

臨界負荷量の科学アセスメントの事例からディプロマトリ・サイエンスの概念モデルを導き出

すと以下のとおりになる。ディプロマトリ・サイエンスは、外交交渉と科学研究の融合した領域

 

図10 土地利用変化による炭素動態の将来予測 
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にある問題を扱う。それは、問題解決のためには国際協力が必要であり、かつ問題の複雑性や不

確実性ゆえに、科学研究に大きく依存しなければならない問題群に対処するための科学である。

こうした科学は従来の学術研究とは大きく異なり、外交の文脈に則した形で、科学アセスメント

を実施しなければならない。具体的には、ディプロマトリ・サイエンスの目的は、外交の文脈に

則した政策的有用性のある科学的知見を生み出すことである。そして、それが外交交渉で用いら

れるためには、以下のクライテリアを満たさなければならない。 

 政治的中立性 

 ユーザーフレンドリー 

 科学者コミュニティーのコンセンサス 

これらの目的を果たし、これらのクライテリアを満たすためのアセスメントの方法論・プロセス

の特徴は以下の6点である。 

 国際共有財として認知されているデータを用いる 

 外交の文脈に適合した時間スケール・空間スケールを用いる 

 実用主義的な方法論を用いる 

 補完的研究を行う 

 科学者と政策決定者とのコミュニケーションを通じて方法論を調整する 

 不確実性を管理する 

構築したディプロマトリ・サイエンスを用いて、吸収源の科学アセスメントが建設的に外交交

渉に関与するには、どのような制度設計とアセスメントの方法論があり得るのかを検討した。京

都議定書は削減目標を遵守するための手段として、エネルギー起源の温室効果ガスの削減だけで

なく森林吸収源を拡大することも認めている。その算入方法を検討するため、気候変動に関する

政府間パネルは吸収源の科学アセスメントを実施したが、種々の批判に曝されている。 

2012年以降も森林吸収源が存続し、そのための科学アセスメントが実施されることも必至であ

るため、そうした批判を克服するために必要な吸収源アセスメントの改善点を検討することが必

要となっている。そのために、欧州酸性雤の環境外交で酸性雤の影響指標として用いられている

臨界負荷量の科学アセスメントと、吸収源の科学アセスメントとを比較し教訓を導き出した。得

られた教訓は以下のとおりである。 

国際社会では、国家主権に優越する権限をもつ執行機関が存在しない。臨界負荷量の科学アセ

スメントは、このような国際社会の意思決定を行う外交交渉で科学的知見が有効に用いられるた

めには、科学的知見が予想される批判に対し頑健でなければならないことを示している。吸収源

が頑健な性質を持つためには、科学的意味を持ち得ない人為的な吸収源活動ではなく、科学的概

念である全炭素吸収量を対象に科学アセスメントを行うことである。しかし、京都議定書の排出

目録では全炭素吸収量を用いるべきではなく、科学アセスメントと外交交渉に適度な距離を保つ

ために全炭素吸収量に立脚した別の算定方式を用いるべきである。さらに制度設計としては 

 国際的にコーディネートされたモニタリングシステムの構築 

 公開公平をアセスの運用原則とすること 

 予想される問題に対し国際共同研究を行うこと 

が求められる。 

２）履行確保メカニズムの可能性  
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一般国際法の中で確立するための要件の検討を行い、以下の3点にまとめられた。 

 地球温暖化をめぐる法的紛争に関し、分析枠組として、地球環境損害の内容上の変化

及び国際法上の保護法益の変化に焦点を当て、従来の国際法による対応の限界を指摘

した。ここでは、相隣関係法や領域使用の管理責任に基づく事後救済では補償できな

い、最も広義の環境損害への法的関心の拡大、という環境損害概念の多様化を受けて、

国際保護法益が、人類の共通利益や、相隣関係や領域使用の管理責任を援用した相互

主義適用の範囲を超える生態系・生物圏全体の保護・保全に拡大し、「環境安全確保」

（global environmental security）という概念が主張されるようになったことが注目

される。 

 環境損害概念の変遷を受け、今後の国際環境紛争の解決については、原告適格の拡大、

国家の義務の厳格化と明確化、温暖化の損害と違法行為との因果関係の立証責任の容

易化または転換が必要であることを指摘した。 

 概念の多様化を反映し、新しい原則を取り込んだ制度化への取組みを検討した。今日

的問題に対しては、国際的な制度を設立して事前の危険防止・予防に関する連帯と協

力の一般的義務を設定し、国家の行為規範を明確化していく必要がある。具体的には、

共通資源の衡平な利用や開発の主権的権能に関する国際規則・基準の設定、自国領域

内で起こり得る環境損害についての国際責任の強化、各国の条約に基づく国内的措置

の整備などである。 

また、他のレジームとの連携を通しての義務の履行確保という観点からは、貿易と環境という

分析枠組の先例を検討した上で、上述の環境損害概念の変遷が、森林吸収源の保護、あるいは森

林保護をめぐる国際紛争において、どのように影響を与えるかを検討する必要がある。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本課題では、陸域炭素管理オプションの評価として土地利用モデルの開発を実施した。この土

地利用モデルは、陸域生態の人為的変化に関しての予測を行うものであり、今後の炭素管理に関

する国際レジームの形成に際して、国際的に受容されうる科学なアセスメント手法の一つとして

の役割を果たすことが期待される。 

特にこの土地利用モデルを含む、本課題における新たなモデル手法の開発は、炭素動態把握の

ためのシステムアプローチの一環として陸域生態モデルとの統合的な開発による実施されたもの

である。このことにより、炭素収支変動の要因分析や、炭素収支変動の将来予測が、東アジアレ

ベルにおいて初めて可能となり、今後の炭素管理方策を検討するための科学的な基盤が確立され

たことが成果である。 

また、不確実性の大きいアジアの多様な生態系タイプごとの炭素ストック量や炭素吸収量が、

今後予想される土地利用変化により、どのように変動する可能性があるのかに関する知見がえら

れたことで、東アジアの陸域生態系における炭素動態を総合評価して、今度の第2約束期間以降に

おけるアジアの陸域生態系における炭素管理に関する国際制度を検討する科学的な基盤が構築さ

れた。 

最後に、陸域炭素収支の変動性の評価に関する最新の知見と、社会経済モデルを結合したモデ



S-1-3-92 

 

ル分析は世界的にもオリジナルな研究成果であり、統合的炭素管理モデル分析の結果から、中長

期に於ける生態系攪乱が気候レジームに与える影響評価が今後の重要課題として指摘される。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

環境省地球環境局「森林等の吸収源に関するワーキンググループ」検討会において、京都議定

書における第2約束期間以降における吸収源の取り扱いに関する国際交渉の進展に合わせて提案

する吸収源オプションの検討において、本研究成果であるモデル分析から得られる科学的な知見

に基づいて検討に貢献した。 

環境省地球環境局「CDM/JIに関する検討調査委員会」検討会において、京都議定書における京

都メカニズムに関する国際交渉の進展に合わせて、CDMやJIにおけるプロジェクトベースの活動の

評価のあり方について、本研究成果であるモデル分析から得られる科学的な知見に基づいて検討

に貢献した。 

林野庁「地球益・森林環境研究会～シンク戦略部会」検討会において、京都議定書の第2約束期

間以降における吸収源の取り扱いに関する総合的な検討に際して、現時点で検討されている吸収

源オプションの検討において、本研究成果であるモデル分析から得られる科学的な知見に基づい

て検討に貢献した。 

IPCCの第4次評価報告書において、2つの論文（引用論文1,2）が引用された。 
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７．国際共同研究等の状況 

本サブテーマにおける炭素管理モデル研究は、ICSU(国際科学会議)のグローバル・カーボン・
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